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論　説

効用関数と選好パラメータおよび 
人的資本蓄積に関する一考察

村　田　　　慶

Ⅰ．はじめに

本稿では，各個人の効用関数が人的資本蓄積および経済成長に及ぼす影響について，世代重複

モデルによる一考察を行う．世代重複モデルによる人的資本と経済成長に関する先行研究では，

利他性を持つ効用関数が設定されており，各個人の生涯効用の決定要素について，人的資本蓄積

と直接関連するものとして，次世代への教育支出が組み込まれている．例えば，Glomm and 

Ravikumar（1992）では，２期間の世代重複モデルにより，生涯効用は第１期における余暇時間，

第２期における消費および次世代への教育支出，Cardak（2004a）では，同じく２期間の世代重複

モデルにより，各個人の生涯効用は，第２期における消費と次世代への教育支出によって決定付

けられるという設定になっている．また，人的資本蓄積について，Glomm and Ravikumar（1992）

では，学習時間，親世代による教育支出，および親世代の人的資本，Cardak（2004a）では，親世

代による教育支出および親世代の人的資本によって決定付けられるとしている．これらの先行研

究では，各個人の生涯効用の決定要素として，人的資本蓄積と直接関連するものとして，次世代

への教育支出を組み込むことによって，利他性を考慮した効用関数が設定されており，各個人は

第２期において人的資本を獲得するという点が共通している．それに対し，村田（2017）では，生

涯効用について，次世代への教育支出ではなく，次世代が獲得する人的資本によって決定付けら

れるケースについても新たに設定した上で，どちらのケースが人的資本蓄積および一国全体の経

済成長にとって望ましいかについての比較検討を行っており，効用関数についての議論を若干な

がら拡張・修正している．ただし，Glomm and Ravikumar（1992）やCardak（2004a, b）とは異な

り，人的資本蓄積は親世代による教育支出のみによって決定付けられるとしている１．

１	Cardak（2004a）では，親世代による教育支出と親世代の人的資本の影響力パラメータの合計値を１としており，
この設定では，公教育の下での人的資本関数は凹関数になるものの，私教育の下での人的資本関数は線形関数
となり，安定的な定常均衡が得られなくなる．Cardak（2004b）では，生涯効用の決定要素として，壮年期にお
ける余暇時間を組み込んでいる影響で，私教育の下での人的資本関数も凹関数となる．本稿および村田（2017）
における人的資本関数の設定は，教育支出に焦点を当てつつ，人的資本関数が凹関数となり，安定的な定常均
衡を持つためのものである．
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本稿では，村田（2017）について，議論の精緻化を行う．村田（2017）では，生涯効用が自身の消

費と次世代への教育支出によって決定付けられるケースに加え，生涯効用が自身の消費と次世代

が獲得する人的資本によって決定付けられるケースについても新たに設定し，それぞれのケース

について，人的資本関数および定常均衡の導出を行った上で，どちらのケースが人的資本蓄積お

よび一国全体の経済成長にとって望ましいかについての比較検討を行っている．しかしながら，

村田（2017）では，人的資本の定常均衡値の比較によって，どちらのケースが人的資本蓄積および

経済成長にとって望ましいかは，効用関数における選好パラメータと人的資本関数における影響

力パラメータ次第であることは示しているものの，パラメータの条件について厳密には示してい

ない．以上の問題意識に基づき，本稿では，効用関数について，村田（2017）と同様，生涯効用が

自身の消費と次世代への教育支出によって決定付けられるケース，自身の消費と次世代が獲得す

る人的資本によって決定付けられるケース，それぞれについて，人的資本関数および定常均衡の

導出を行う．その上で，どちらのケースの方が人的資本蓄積および一国全体の経済成長にとって

望ましいかについて，両ケースの人的資本の定常均衡値を比較することによって，効用関数にお

ける選好パラメータの条件式の導出を行う．

本稿における構成として，まずⅡ節において，生涯効用が自身の消費と次世代への教育支出に

よって決定付けられるケース，自身の消費と次世代が獲得する人的資本によって決定付けられる

ケース，それぞれについて，各個人の効用最大化に関する基本モデルを概観する．その上で，Ⅲ

節において，人的資本関数および定常均衡の導出を行い，どちらのケースが人的資本蓄積にとっ

て望ましいかについての比較検討を行うことによって，次世代への教育支出あるいは次世代が獲

得する人的資本に対する選好パラメータの条件を導出する．

Ⅱ．モデル設定

各個人の経済活動は，２期間にわたって行われるとする．本稿では，２期について，t 期とt ＋1

期を基準とし，各期に生まれた個人をそれぞれ，t 世代，t ＋1世代の個人と呼ぶこととする．各

世代の子どもは第２期に誕生するとする．また，各世代の人口規模は一定であり，１で基準化さ

れるとする．

Ⅱ．１．人的資本形成

各世代の個人は，第２期において自身の人的資本を形成するものとする．本稿モデルでは，人



― ―3

効用関数と選好パラメータおよび人的資本蓄積に関する一考察

的資本の蓄積方程式を⑴のように，教育支出に関する凹関数で設定する２．

	  ( ) ( ) 0 ,1,0  ; ,1, >∈=+ θγθ γ
titi eh � ⑴

⑴において，i は個人のタイプ，γは教育支出の人的資本蓄積に対する影響力パラメータ，ei,t は

t 世代の個人i がt 期においてt －１世代から受け取る教育支出，hi,t ＋1はt 世代の個人i がt ＋1期にお

いて獲得する人的資本水準である．Glomm and Ravikumar（1992）およびCardak（2004a, b）に倣

い，t ＋1期における一国全体の効率労働Ht ＋1は，人的資本についての確率密度関数によって定義

されるものとする．

	  ( ) 1,1,0 11,1 ++

∞

+++ ∫ ⋅= titittit dhhfhH � ⑵

⑵において，ft ＋1(hi , t ＋1) はt ＋1期におけるhi,t ＋1についての確率密度関数である．

Ⅱ．２．効用最大化

各世代の個人は，第２期において労働を行うとする．すなわち，t 世代の個人が所得を得るのは

t＋1期である．本稿では，遺産贈与は考慮しないものとする．また，Glomm and Ravikumar（1992）

およびCardak（2004a）と同様，生産者の利潤最大化問題を考慮しないので，賃金率に関する議論

が存在せず，t 世代の個人i のt ＋1期における所得水準yi,t ＋1は⑶のように，獲得する人的資本水準

と一致するものとする．

	  1,1, ++ = titi hy � ⑶

Glomm and Ravikumar（1992）およびCardak（2004a, b）に倣い，各個人は壮年期における所得を

自身の消費と次世代への教育支出に配分するものとする．t 世代の個人i がt ＋1期において直面す

る予算制約は，⑷のようになる．

２	人的資本蓄積の決定要素を教育支出のみとしている先行研究としては，Galor and Moav（2004）が挙げられる．
ただし，Galor and Moav（2004）では，教育支出は親ではなく，子ども自身が決定付け，教育支出がゼロであっ
ても，人的資本水準がゼロとはならず，１となるとしており，これらの点で本稿モデルとは異なる．
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	  1,1,1, +++ += tititi ecy � ⑷

⑷において，ci,t ＋1とei, t ＋1はそれぞれ，t 世代の個人i のt ＋1期における消費およびt ＋1世代へ

の教育支出である．各個人は生涯効用を最大化するように行動するものとする．本稿における生

涯効用とは，２期間全体において得られる効用水準を意味する．本稿モデルでは，生涯効用につ

いて，Cardak（2004a）と同様，第２期における消費３と次世代への教育支出によって決定付けられ

るケース，それに加えて，第２期における消費と次世代が獲得する人的資本によって決定付けら

れるケースに分類し，前者を「次世代への教育支出から効用を得る場合」，後者を「次世代が獲得

する人的資本から効用を得る場合」と呼ぶこととする．

Ⅱ．３．１．次世代への教育支出から効用を得る場合

t 世代の個人i の生涯効用をV t とおくと，それは以下のように表される．

	
( ) ( )1,0  ; loglog1    1,1,, 1,1,

∈+−= ++
++

ααα titi
t

ec
ecVMaximize

titi

 

1,1,1,1,1,   ,     +++++ =+= tititititi hyecytosubject  

ここで，1－αとαはそれぞれ，自身の消費と次世代への教育支出に対する選好パラメータであ

る．一階条件より，t 世代の個人i のt ＋1期における最適消費ct ＋1および最適教育支出et ＋1はそれ

ぞれ，⑸と⑹のように導出される４．

	  ( ) ( ) 1,1,1 11 +++ −=−= titit hyc αα � ⑸

	  1,1,1 +++ == titit hye αα � ⑹

ところで，⑶と⑹を読み替えると，t －１世代の個人i のt 期における最適教育支出は，⑺のよう

に求められる．

３	Glomm and Ravikumar（1992）では，第１期における消費は考慮されておらず，本稿でも，同様の設定を行う．
この解釈は，若年期における教育支出の中で，その中に生活に必要な消費も含まれているというものである．

４	⑸と⑹の導出過程については，付録１を参照せよ．
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	  titit hye ,, αα == � ⑺

Ⅱ．３．２．次世代が獲得する人的資本から効用を得る場合

t 世代の個人i の生涯効用をV t とおくと，それは以下のように表される．

	
 ( ) ( )1,0  ; loglog1     2,1,, 1,1,

∈+−= ++
++

ααα titi
t

ec
hcVMaximize

titi

	  ( )γθ 1,2,1,1,1,1,1,   ,  ,     +++++++ ==+= tititititititi ehhyecytosubject

ここで，1－αとαはそれぞれ，自身の消費と次世代が獲得する人的資本に対する選好パラメー

タ，hi,t ＋2はt ＋1世代の個人i がt ＋2期において獲得する人的資本水準である．

一階条件より，t 世代の個人i のt ＋1期における最適消費ct ＋1および最適教育支出et ＋1はそれぞ

れ，⑻と⑼のように導出される５．

	  
1,1,1 11 +++ +−

=
+−

= titit hyc
αγααγα

1−α 1−α
� ⑻

	  
1,1,1 11 +++ +−

=
+−

= titit hye
αγααγα

αγ αγ
� ⑼

Ⅱ．３．１節と同様，⑶と⑼を読み替えると，t －1世代の個人i のt 期における最適教育支出は，

⑽のように求められる．

	  
titit hye ,, 11 αγααγα +−

=
+−

=
αγ αγ

� ⑽

Ⅲ．選好パラメータと人的資本蓄積および経済成長

本稿では，物的資本蓄積に関する議論を捨象していることから，経済成長パターンは一国全体

の効率労働のみによって決定付けられる．また，⑵より，一国全体の効率労働は各個人の人的資

本によって決定付けられる．すなわち，本稿モデルでは，経済成長パターンは人的資本蓄積のみ

５	⑻と⑼の導出過程については，付録２を参照せよ．
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によって決定付けられる６．

Ⅲ．１．次世代への教育支出から効用を得る場合

まず，教育支出から効用を得る場合について，⑺を⑴に代入すると，人的資本関数は⑾のよう

に求められる．

	  ( )γαθ titi hh ,1, =+ � ⑾

⑾より，このケースにおける人的資本の定常均衡は，⑿のように導出される．

	
 

γ
γ

γ αθ −−= 11
1

1*
sh � ⑿

⑾において，γ∈(0,1)であることから，hi,t ＋1はhi, t についての凹関数であるため，hs
*1は安定的な

定常均衡である．

Ⅲ．２．次世代が獲得する人的資本水準から効用を得る場合

次に，次世代が獲得する人的資本から効用を得る場合，⑽を⑴に代入すると，人的資本関数は

⒀のように求められる．

	
 γ

αγα
θ

+−
=+ 1

,
1,

ti
ti

h
h 







 αγ
� ⒀

⒀より，このケースにおける人的資本の定常均衡は，⒁のように導出される．

	
γ
γ

γ

αγα
θ

−
−









+−

=
1

1
1

2*

1sh αγ � ⒁

⒁について，Ⅲ．１節と同様，hs
*2は安定的な定常均衡である．

６	これは，Glomm and Ravikumar（1992），Cardak（2004a, b），および村田（2017）と同様である．
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Ⅲ．３．両ケースの比較検討

Ⅲ．１節およびⅢ．２節を踏まえ，本節では，次世代への教育支出から効用を得る場合，次世代

が獲得する人的資本から効用を得る場合，どちらのケースが人的資本蓄積にとって望ましいかに

ついての比較検討を行うことによって，次世代への教育支出あるいは次世代が獲得する人的資本

に対する選好パラメータαの条件を導出する．

⑿と⒁が⒂の条件を満たせば，次世代への教育支出と次世代が獲得する人的資本のどちらから

効用を得ても，人的資本蓄積および経済成長への影響が無差別となる．

	  
αγα

α
+−

=⇒=
1

          2*1* 　ss hh αγ
� ⒂

⒂を変形すると，次式が得られる．

	  ( ) 01 2 =−− αγ  ( )1−γ α � ⒃

⒃より，次世代への教育支出と次世代が獲得する人的資本のどちらから効用を得ても，人的資

本蓄積および経済成長への影響が無差別となる選好パラメータαの条件は，⒄のように導出され

る．

	  
α = 10 , � ⒄

しかしながら，本稿モデルでは，α∈(0,1)であることから，⒄は成り立たない．

⑿と⒁が⒅の条件を満たせば，次世代が獲得する人的資本から効用を得る場合よりも，次世代

への教育支出から効用を得る場合の方が，人的資本蓄積および経済成長にとって望ましい．

	  
αγα

α
+−

>⇒>
1

          2*1* 　ss hh αγ
� ⒅

⒅を変形すると，次式が得られる．

	  ( ) 01 2 <−− αγ  ( )1− αγ � ⒆
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⒆およびγ∈(0,1)より，次世代が獲得する人的資本から効用を得る場合よりも，次世代への教

育支出から効用を得る場合の方が，人的資本蓄積および経済成長にとって望ましくなるような選

好パラメータαの条件は，⒇のように導出される．

	 10 <<α � ⒇

本稿モデルでは，α∈(0,1)であることから，⒇は確実に成り立つ．

⑿と⒁が㉑の条件を満たせば，次世代への教育支出から効用を得る場合よりも，次世代が獲得

する人的資本から効用を得る場合の方が人的資本蓄積および経済成長にとって望ましい．

	  
αγα

α
+−

<⇒<
1

          2*1* 　ss hh αγ
� ㉑

㉑を変形すると，次式が得られる．

	  ( ) 01 2 >−− αγ  ( )1− αγ � ㉒

㉒およびγ∈(0,1)より，次世代への教育支出から効用を得る場合よりも，次世代が獲得する人

的資本から効用を得る場合の方が，人的資本蓄積および経済成長にとって望ましくなるような選

好パラメータαの条件は，㉓のように導出される．

	 α α<< 0 1, � ㉓

しかしながら，本稿モデルでは，α∈(0,1)であることから，㉓は成り立たない．

村田（2017）では，次世代への教育支出から効用を得る場合と次世代が獲得する人的資本から効

用を得る場合のどちらが人的資本蓄積および経済成長にとって望ましいかは，効用関数における

選好パラメータと人的資本関数における影響力パラメータ次第であるとしたが，本稿では，両パ

ラメータの設定から，次世代への教育支出から効用を得る場合しか成り立たないことが確認され

た．
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Ⅳ．結語

本稿では，人的資本蓄積と経済成長に関する世代重複モデルにおける利他的な効用関数につい

て，村田（2017）と同様，人的資本蓄積と直接関連するものとして，次世代への教育支出から効用

を得るケースに加え，次世代が獲得する人的資本から効用を得るケースを新たに設定し，人的資

本蓄積および一国全体の経済成長という観点から，両ケースの比較検討を行うことによって，次

世代への教育支出あるいは次世代が獲得する人的資本に対する選好パラメータの条件を導出した．

本稿における主要な帰結として，人的資本関数における影響力パラメータおよび効用関数にお

ける選好パラメータの設定から，次世代が獲得する人的資本から効用を得る場合よりも，次世代

への教育支出から効用を得る場合の方が，人的資本蓄積および経済成長にとって確実に望ましい

ことが確認された．

最後に，本稿における分析内容について，今後の展望を述べる．本稿モデルでは，次世代への

教育支出から効用を得る場合と次世代が獲得する人的資本から効用を得る場合について，効用関

数における選好パラメータの設定を揃えているが，設定が異なるケースに関する分析を行うこと

が望ましい．さらに，本稿モデルでは，人的資本蓄積の決定要素を教育支出のみとしているが，

学習時間など，他の要素を組み込むと条件が変わるであろう．これらの点については，稿を改め

て論じたい．
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付録１

制約条件式を効用関数V t におけるci, t ＋1に代入すると，次のようになる．
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上の式を変形して整理すると，t 世代の個人i のt ＋1期における最適教育支出et ＋1は，次のよう

に求められる．

	  1,1,1 +++ == titit hye αα

また，ci,t ＋1＝yi, t ＋1－ei, t ＋1より，t 世代の個人i のt ＋1期における最適消費ct ＋1は，次のように

求められる．

	  ( ) ( ) 1,1,1 11 +++ −=−= titit hyc αα

付録２

制約条件式を効用関数V t におけるci, t ＋1に代入すると，次のようになる．
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上の式を変形して整理すると，t 世代の個人i のt ＋1期における最適教育支出et ＋1は，次のよう

に求められる．
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